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【届出の対象とした募集（売出）内国投
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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成28年9月15日付で提出した有価証券届出書（平成28

年10月11日付をもって提出した有価証券届出書の訂正届出書により訂正済み。以下、「原届出書」とい

います。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項のうち、訂正すべき事項があります

ので、本訂正届出書を提出するものです。

 
Ⅱ【訂正の内容】
原届出書において、以下に記載した箇所を、＜訂正前＞の内容から＜訂正後＞の内容に訂正し、ま

た、更新します。

　　　　　 部分は、訂正部分を示します。
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第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

（３）【ファンドの仕組み】

＜訂正前＞

①ファンドの仕組み

（中略）
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※2「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」

投資信託を取扱うルールを委託会社と販売会社の間で規定したものです。販売会社が行う募集の取

扱い、収益分配金・償還金の支払い、解約請求の受付の業務範囲の取決めの内容等が含まれていま

す。

 

②委託会社の概況

 

イ．資本金の額　（平成28年7月末日現在）

（中略）

ハ．大株主の状況（平成28年7月末日現在）

（後略）
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＜訂正後＞

①ファンドの仕組み

（中略）
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※2「投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」

投資信託を取扱うルールを委託会社と販売会社の間で規定したものです。販売会社が行う募集の取

扱い、収益分配金・償還金の支払い、解約請求の受付の業務範囲の取決めの内容等が含まれていま

す。

 

②委託会社の概況

 

イ．資本金の額　（平成29年1月末日現在）

（中略）

ハ．大株主の状況（平成29年1月末日現在）

（後略）
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２【投資方針】

（３）【運用体制】

＜訂正前＞

（前略）

※ 運用体制は平成28年7月末日現在のものであり、今後、変更になる場合があります。

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

※ 運用体制は平成29年1月末日現在のものであり、今後、変更になる場合があります。

（後略）

 

３【投資リスク】

＜訂正前＞

（前略）

②投資リスクに対する管理体制

（中略）

 

＜訂正後＞

（前略）
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②投資リスクに対する管理体制

（中略）
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４【手数料等及び税金】

（３）【信託報酬等】

＜訂正前＞

（前略）

＊税率は、平成28年7月末日現在のものであり、税法が改正された場合、その内容が変更されるこ

とがあります。

 

＜訂正後＞

（前略）

＊税率は、平成29年1月末日現在のものであり、税法が改正された場合、その内容が変更されるこ

とがあります。

 

（５）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

（前略）

2）一部解約金・償還金の取扱い

（中略）

（注2）少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、年間120万円の範囲で新たに

購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が5年間非課税となりま

す。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定

の条件に該当する方が対象となります。また、平成28年4月1日より、20歳未満の方を対象と

した「ジュニアNISA」制度がご利用になれます。詳しくは、販売会社にお問い合わせくださ

い。

（後略）

 

＜訂正後＞

（前略）

2）一部解約金・償還金の取扱い

（中略）

（注2）少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」をご利用の場合

満20歳以上の方を対象とした少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」をご利用の場合、毎

年、年間120万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲

渡所得が5年間非課税となります。また、20歳未満の方を対象とした非課税制度「ジュニア

NISA」をご利用の場合、毎年、年間80万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などか

ら生じる配当所得および譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社

で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売

会社にお問い合わせください。

（後略）

EDINET提出書類

楽天投信投資顧問株式会社(E15787)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 9/55



５【運用状況】

 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」の情報を更新します。

 

＜更新後＞

 

（１）【投資状況】

（平成29年1月31日現在）

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

コマーシャル・ペーパー 1,000,000,000 29.84

 内　日本 1,000,000,000 29.84

現先取引 500,355,000 14.93

 内　日本 500,355,000 14.93

短期金融資産、その他（負債控除後） 1,851,264,163 55.23

純資産総額 3,351,619,163 100

 

その他資産の投資状況

資産の種類 時価合計（円） 投資比率（％）

株価指数先物取引（売建） 9,850,620,000 △293.91

内　日本 9,850,620,000 △293.91

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）株価指数先物取引は、実質エクスポージャーを基に構成比を計算しています。

（注3）投資資産の内書きの時価および投資比率は、当該資産の地域別の内訳です。

（注4）株価指数先物取引の時価については、原則として当該日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段

または最終相場で評価しています。このような時価が発表されていない場合には、当該日にもっとも近い最終相

場や気配等、原則に準ずる方法で評価しています。
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（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

（平成29年1月31日現在）

 
銘柄名

地域
種類 数量

簿価単価（円）

簿価金額（円）

評価単価（円）

評価金額（円）

利率（％）

償還期限

投資

比率

（％）

1

三菱UFJリース

FXEB

日本

コマーシャ

ル・ペー

パー

1,000,000,000
100.00

1,000,000,000

100.00

1,000,000,000

－

2017年3月23日
29.84

２

第６６０回

国庫短期証券

日本

債券現先 500,000,000
－

500,355,000

－

500,355,000

－

－
14.93

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

投資有価証券の種類別比率

投資有価証券の種類 投資比率（％）

コマーシャル・ペーパー 29.84

債券現先 14.93

合計 44.77

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

（平成29年1月31日現在）

種類 地域 資産名
買建/

売建
数量

簿価金額

（円）

評価金額

（円）

投資

比率

（％）

株価指数先物取引 日本 日経２２５先物 売建 519 9,841,081,792 9,850,620,000 △293.91

（注1）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の時価の比率です。

（注2）株価指数先物取引は、実質エクスポージャーを基に構成比を計算しています。

（注3）株価指数先物取引の時価については、原則として当該日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段

または最終相場で評価しています。このような時価が発表されていない場合には、当該日にもっとも近い最終相

場や気配等、原則に準ずる方法で評価しています。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

平成29年1月31日現在および同日前1年以内における各月末営業日および各計算期間末の純資産の推

移は次の通りです。

純資産総額 １口当たりの純資産額

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

（分配落）

（円）

（分配付）

（円）

設定時

(平成27年 10月7日)
4,402,374 － 1.0000 －

平成28年 1月末日 657,755,841 － 0.9763 －

 2月末日 1,246,725,360 － 1.1900 －

 3月末日 1,144,611,463 － 0.9729 －

 4月末日 1,877,611,785 － 0.9619 －

 5月末日 1,593,481,811 － 0.8307 －

第1計算期間末

(平成28年 6月15日)
1,653,414,834 1,653,414,834 1.0328 1.0328

 6月末日 1,671,294,822 － 1.0273 －

 7月末日 2,376,419,860 － 0.8202 －

 8月末日 2,222,006,267 － 0.7666 －

 9月末日 2,477,273,021 － 0.7993 －

10月末日 2,922,757,143 － 0.6674 －

11月末日 3,015,239,452 － 0.5301 －

12月末日 3,411,120,534 － 0.4652 －

平成29年1月末日 3,351,619,163 － 0.4653 －
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②【分配の推移】

１口当たり分配金

（円）

第1計算期間 0.0000

平成28年 6月16日～

平成28年12月15日
－

 

③【収益率の推移】

収益率（％）

第1計算期間 3.3

平成28年 6月16日～

平成28年12月15日
△56.1

（注）収益率とは、各計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額）を基準とした、各計算期間末の基準価額

（分配付）の上昇（または下落）率をいいます。なお、収益率は小数第2位を四捨五入しています。
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（参考情報）運用実績
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（４）【設定及び解約の実績】

設定数量（口） 解約数量（口） 発行済数量（口）

第1計算期間 13,352,788,171 11,751,831,611 1,600,956,560

平成28年 6月16日～

平成28年12月15日
19,065,861,415 14,012,978,753 6,653,839,222

（注）当初申込期間中の設定数量は4,402,374口です。
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第３【ファンドの経理状況】
 

原届出書の「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」の末尾に、以下の中

間財務諸表を追加します。

 

（1）　当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条の3及

び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）

（以下、「投資信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

（2）　当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づき、第2期中間計算期間（平成28

年6月16日から平成28年12月15日まで）の中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人によ

る中間監査を受けております。
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【楽天日本株トリプル・ベアⅢ】

 

（1）【中間貸借対照表】

区          分

第1期計算期間末

平成28年6月15日現在

第2期中間計算期間末

平成28年12月15日現在

　金　額（円） 　金　額（円）

資産の部 　 　

流動資産 　 　

コール・ローン 595,279,776 1,752,288,949

コマーシャル・ペーパー - 1,000,000,000

現先取引勘定 1,402,604,000 1,101,276,000

派生商品評価勘定 209,657,328 -

前払金 - 354,270,000

差入委託証拠金 231,120,000 400,680,000

流動資産合計 2,438,661,104 4,608,514,949

資産合計 2,438,661,104 4,608,514,949

負債の部 　 　

流動負債 　 　

派生商品評価勘定 3,024 406,953,408

前受金 248,316,000 -

未払金 - 1,000,000,000

未払解約金 533,206,439 174,721,831

未払受託者報酬 99,313 401,189

未払委託者報酬 2,979,407 12,035,530

その他未払費用 642,087 1,121,942

流動負債合計 785,246,270 1,595,233,900

負債合計 785,246,270 1,595,233,900

純資産の部 　 　

元本等 　 　

元本 1,600,956,560 6,653,839,222

剰余金  

中間剰余金又は中間欠損金（△） 52,458,274 △3,640,558,173

（分配準備積立金） 149,964,941 1,263,312

元本等合計 1,653,414,834 3,013,281,049

純資産合計 1,653,414,834 3,013,281,049

負債純資産合計 2,438,661,104 4,608,514,949
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】

区          分

第1期中間計算期間

自　平成27年10月 7日

至 平成28年 4月 6日

第2期中間計算期間

自　平成28年 6月16日

至　平成28年 12月15日

　金　額（円） 　金　額（円）

営業収益 　 　

受取利息 12,273 20

派生商品取引等損益 270,112,364 △1,843,104,152

営業収益合計 270,124,637 △1,843,104,132

営業費用 　  

支払利息 - 931,675

受託者報酬 94,663 401,189

委託者報酬 2,839,712 12,035,530

その他費用 723,261 1,140,467

営業費用合計 3,657,636 14,508,861

営業利益又は営業損失（△） 266,467,001 △1,857,612,993

経常利益又は経常損失（△） 266,467,001 △1,857,612,993

中間純利益又は中間純損失（△） 266,467,001 △1,857,612,993

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は

一部解約に伴う中間純損失金額の分配額

（△）

 

128,437,269 △917,613,756

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 52,458,274

剰余金増加額又は欠損金減少額 302,723,257 2,293,111,335

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は

欠損金減少額 - 2,293,111,335

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は

欠損金減少額 302,723,257 -

剰余金減少額又は欠損金増加額 223,301,935 5,046,128,545

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は

欠損金増加額 223,301,935 -

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は

欠損金増加額 - 5,046,128,545

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 217,451,054 △3,640,558,173
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(3)【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　有価証券の評価基準
及び評価方法

 
 
 
 
2.　デリバティブ等の評

価基準及び評価方法
 
 
3.　収益及び費用の計上

基準
 
4.　その他財務諸表作成

のための基本となる
重要な事項

コマーシャル・ペーパー
個別法に基づき時価で評価しております。
時価評価にあたっては、金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（但
し、売気配相場は使用しない）、価格情報会社の提供する価額又は日本証
券業協会発表の売買参考統計値（平均値）等で評価しております。
 
先物取引
個別法に基づき、原則として時価で評価しております。
時価評価にあたっては、原則として、計算日に知りうる直近の日の主たる
取引所の発表する清算値段又は最終相場によっております。
 
有価証券売買等損益及び派生商品取引等損益の計上基準
約定日基準で計上しております。
 
1.現先取引
現先取引の会計処理については、「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準委員会　平成20年3月10日）の規定によっております。
 
2.金融商品の時価に関する補足情報
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定におい

ては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。
 
3.剰余金又は欠損金
中間貸借対照表における剰余金又は欠損金について、「中間財務諸表等の
用語、様式及び作成方法に関する規則」第3条の2に基づき、当中間計算期
間末の中間剰余金又は中間欠損金の比較情報として、前計算期間末の剰余
金又は欠損金を開示しております。

 
（中間貸借対照表に関する注記）

項　目
第1期計算期間末

平成28年6月15日現在

第2期中間計算期間末

平成28年12月15日現在

1.
 
2.
 
 

受益権総数
 
元本の欠損
 
 

1,600,956,560口
 
－
 
 

6,653,839,222口
 

中間貸借対照表上の純資産
額が元本総額を下回ってお
り 、 そ の 差 額 は
3,640,558,173 円 で あ り ま
す。

 
3. 1口当たり純資産額

（1万口当たり純資産額）
1.0328円

(10,328円)
0.4529円
(4,529円)
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（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第1期中間計算期間

自　平成27年10月 7日

至 平成28年 4月 6日

第2期中間計算期間

自　平成28年 6月16日

至　平成28年 12月15日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

 

（金融商品に関する注記）

　金融商品の時価等に関する事項

項　目
第1期計算期間末

平成28年6月15日現在

第2期中間計算期間末

平成28年12月15日現在

1. 貸借対照表計上額と時価と
の差額

貸借対照表計上額は原則として
時価で計上されているため、差
額はありません。

中間貸借対照表計上額は原則と
して時価で計上されているた
め、差額はありません。

    
2. 時価の算定方法 (1)有価証券

該当事項はありません。
 
(2)デリバティブ取引
デリバティブ取引に関する注記
に記載しております。
(3)上記以外の金銭債権及び金銭
債務
短期間で決済されるため、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額を時価として
おります。

(1)有価証券
重要な会計方針に係る事項に関
する注記に記載しております。
(2)デリバティブ取引
デリバティブ取引に関する注記
に記載しております。
(3)上記以外の金銭債権及び金銭
債務
短期間で決済されるため、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額を時価として
おります。
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（デリバティブ取引に関する注記）
取引の時価等に関する事項
株式関連

種類

第1期計算期間末

平成28年6月15日現在

第2期中間計算期間末

平成28年12月15日現在
 

契約額等

（円）

　 時価

（円）

評価損益

（円）

契約額等

（円）

　 時価

（円）

評価損益

（円）
 

う
ち

１
年
超

う
ち

１
年
超

市場取引          

 先物取引          

  売建 5,424,996,000 － 5,215,200,000 209,796,000 9,122,520,000 － 9,529,260,000 △406,740,000  

合計 5,424,996,000 － 5,215,200,000 209,796,000 9,122,520,000 － 9,529,260,000 △406,740,000  

（注）1．時価の算定方法

株価指数先物取引の時価については、以下のように評価しております。

原則として中間計算期間末日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最

終相場で評価しております。このような時価が発表されていない場合には、中間計算期間末

日に最も近い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。

2．株価指数先物取引の残高は、契約額ベースで表示しております。

3．契約額等には手数料相当額を含んでおりません。

4．契約額等及び時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。

 
（その他の注記）

項　目
第1期計算期間

自 平成27年 10月7日

至 平成28年 6月15日

第2期中間計算期間

自　平成28年 6月16日

至　平成28年 12月15日

 
元本の推移

期首元本額
期中追加設定元本額
期中一部解約元本額

 
 

4,402,374円
13,348,385,797円
11,751,831,611円

 
 

1,600,956,560円
19,065,861,415円
14,012,978,753円
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

＜更新後＞

（平成29年1月31日現在）

項目 金額または口数

　Ⅰ　資産総額 3,487,593,145円

　Ⅱ　負債総額 135,973,982円

　Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,351,619,163円

　Ⅳ　発行済数量 7,203,828,909口

　Ⅴ　１単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.4653円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（1）資本金の額（平成28年7月末日現在）

（後略）

 

＜訂正後＞

（1）資本金の額（平成29年1月末日現在）

（後略）

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

（前略）

　平成28年7月末日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。

種　　　類 本　　数 純資産総額

追加型株式投資信託 18本 116,058百万円

合　　　計 18本 116,058百万円

 

＜訂正後＞

（前略）

　平成29年1月末日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。

種　　　類 本　　数 純資産総額

追加型株式投資信託 25本 122,430百万円

合　　　計 25本 122,430百万円
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３【委託会社等の経理状況】
原届出書の「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」の情報を更新します。

 

＜更新後＞

 

１．委託会社である楽天投信投資顧問株式会社（以下「当社」といいます。）の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」といいます。）、並びに同規則

第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年8月6日内閣府令第52号)により作成して

おります。

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年8月30日大蔵省令第

38号、以下「中間財務諸表等規則」という）、並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

 

２．財務諸表及び中間財務諸表に記載している金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第10期事業年度（平成27年4月1日から平成28年3月31日ま

で）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けており、中間会計期間（平成28年4月1日から平

成28年9月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人による中間監査を受けております。
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（1）【貸借対照表】

  （単位：千円）　

 前事業年度

（平成27年3月31日現在）

当事業年度

（平成28年3月31日現在）

資産の部     

　流動資産     

　　現金・預金  572,617  633,193

　　金銭の信託  900,000  1,300,000

　　前払費用  4,127  3,746

未収入金  －  5,305

　　未収委託者報酬  168,395  163,708

　　未収収益  1  －

　　立替金  2,243  5,135

　　繰延税金資産  48,157  15,498

　　その他  25  －

流動資産計  1,695,567  2,126,587

　固定資産     

　　有形固定資産 ※１ 13,577 ※１ 50,173

　　　建物（純額）  4,589  29,623

　　 器具備品（純額)  8,988  20,550

　　無形固定資産  0  0

　　　ソフトウエア  0  0

　　投資その他の資産  52,246  1,300

　　　投資有価証券  50,070  －

　　　長期前払費用  2,176  1,300

　　固定資産計  65,824  51,474

資産合計  1,761,392  2,178,062

     

     

負債の部     

　流動負債     

　　預り金  3,993  6,148

　　未払費用  86,762  89,429

　　未払消費税等  53,824  －

　　未払法人税等  44,524  132,298

　　賞与引当金  20,405  18,276

　　役員賞与引当金  8,627  6,956

　 流動負債計  218,136  253,109

　固定負債     

　　繰延税金負債  22  813

　　資産除去債務  －  5,699

　 固定負債計  22  6,512

負債合計  218,159  259,622

     

純資産の部     

　株主資本     

　　資本金  150,000  150,000
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　　資本剰余金     

　　　資本準備金  400,000  400,000

　　　その他資本剰余金  229,716  229,716

　　　資本剰余金合計  629,716  629,716

利益剰余金     

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金  763,469  1,138,723

　　　利益剰余金合計  763,469  1,138,723

　　株主資本合計  1,543,185  1,918,439

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  47  －

　　評価・換算差額合計  47  －

　純資産合計  1,543,232  1,918,439

負債・純資産合計  1,761,392  2,178,062
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（2）【損益計算書】　

  （単位：千円）

 

 

 

前事業年度

（自平成26年4月1日

　　至平成27年3月31日）

　当事業年度

（自平成27年4月1日

　　至平成28年3月31日）

営業収益     

　委託者報酬  2,077,447  1,800,131

　その他営業収益  6  1

　営業収益計  2,077,454  1,800,132

営業費用     

　支払手数料  957,385  807,316

　広告宣伝費  4,038  1,724

　通信費  55,314  65,017

　協会費  2,229  2,403

　諸会費  221  93

　営業費用計  1,019,189  876,554

一般管理費 ※1･2 265,189 ※1･2 351,313

営業利益　  793,075  572,264

営業外収益     

　受取利息  143  148

　有価証券利息  566  1,109

　雑収入  6  27

　営業外収益計  716  1,285

営業外費用     

　投資有価証券売却損  －  166

　為替差損  32  84

　営業外費用計  32  250

経常利益  793,758  573,299

特別利益     

　投資有価証券売却益  129  65

　特別利益計  129  65

特別損失     

　固定資産除却損  0  1,850

　固定資産売却損  26  －

　システム移行費用  1,720  －

　事務所移転費  －  7,157

　特別損失計  1,747  9,007

税引前当期純利益  792,140  564,356

法人税、住民税及び事業税  58,043  155,630

法人税等調整額  123,902  33,471

法人税等合計  181,946  189,102

当期純利益  610,194  375,254
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（3）【株主資本等変動計算書】　　

前事業年度（自　平成26年4月1日　　至　平成27年3月31日）

（単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 150,000 400,000 229,716 629,716

当期変動額     

　当期純利益     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 150,000 400,000 229,716 629,716

 

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

株主資本

合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

当期首残高 153,274 153,274 932,990 33 33 933,023

当期変動額       

　当期純利益 610,194 610,194 610,194   610,194

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   14 14 14

当期変動額合計 610,194 610,194 610,194 14 14 610,208

当期末残高 763,469 763,469 1,543,185 47 47 1,543,232
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当事業年度（自　平成27年4月1日　　至　平成28年3月31日）

（単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 150,000 400,000 229,716 629,716

当期変動額     

　当期純利益     

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 150,000 400,000 229,716 629,716

 

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

株主資本

合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

当期首残高 763,469 763,469 1,543,185 47 47 1,543,232

当期変動額       

　当期純利益 375,254 375,254 375,254   375,254

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   △47 △47 △47

当期変動額合計 375,254 375,254 375,254 △47 △47 375,207

当期末残高 1,138,723 1,138,723 1,918,439 － － 1,918,439
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［注記事項］

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

　◇その他有価証券

　　　時価のあるもの

当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）を採用しております。

 

（２）金銭の信託

時価法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産　

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

　　建物　　　  10年

器具備品　 　4～20年

また、取得価額が100千円以上200千円未満の減価償却資産につきましては、3年均等償却によっております。

 

（２）無形固定資産　

定額法によっております。

ただし、自社利用のソフトウエアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

 

（３）長期前払費用

定額法によっております。

 

３．引当金の計上基準

　（１）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

 

（２）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を

計上しております。

 

　（３）役員賞与引当金

役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する将来の支給見込額のうち、当事業年度末において負担すべ

き額を計上しております。

 

４．その他財務諸表の作成のための基本となる重要な事項

　◇消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

 

※１．有形固定資産より控除した減価償却累計額

 前事業年度

（平成27年3月31日）

当事業年度

（平成28年3月31日）

　　　有形固定資産  13,166千円  6,785千円

 

EDINET提出書類

楽天投信投資顧問株式会社(E15787)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

30/55



（損益計算書関係）

 

※１．役員報酬の範囲

 前事業年度
（自平成26年4月1日

　　至平成27年3月31日）

当事業年度
（自平成27年4月1日

　　至平成28年3月31日）

　　取締役　年額  200,000千円  200,000千円

　　監査役　年額  30,000千円  30,000千円

 

※２．一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額は、以下のとおりであります。

 前事業年度
（自平成26年4月1日

　　至平成27年3月31日）

当事業年度
（自平成27年4月1日

　　至平成28年3月31日）

　　人件費  138,905千円  168,104千円

　　減価償却費  2,644千円  10,317千円

　　賞与引当金繰入額  20,405千円  18,276千円

　　役員賞与引当金繰入額  8,627千円  6,956千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

 

　前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 13,000株 － － 13,000株

 

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

 

１．発行済株式に関する事項

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 13,000株 － － 13,000株

 

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

 

　　１．金融商品の状況に関する事項

　　　(1）金融商品に対する取組方針

当社は、投資信託の運用を業として行っております。

当社では保有する金融資産・負債から生ずる様々なリスクを横断的かつ効率的に管理し、財務の健全性の

維持を図っております。

なお、余資運用に関しては、預金等安全性の高い金融資産で運用しております。

　　　(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

現金・預金は、国内通貨による預金等であり、短期間で決済されるため、為替変動リスクや価格変動リス

クは殆どないと認識しております。金銭の信託は、主に債権等を裏付けとした証券化商品を運用対象として

おりますが、保有している証券化商品の外部格付機関による格付評価が高いため、価格変動リスクは殆どな

いと認識しております。

また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対して支払われ

る信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されているため、信用リスクは殆ど無

いと認識しております。

投資有価証券は、主に本邦通貨建ての短期公社債に投資をしている当社運用投資信託の安定運用を目的で

保有しており、価格変動リスク及び為替変動リスクは殆どないと認識しております。

未払費用につきましては、そのほとんどが一年以内で決済されます。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　　　　　貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成27年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

資産

(1) 現金・預金

(2) 金銭の信託

(3) 未収委託者報酬

(4) 投資有価証券

　　 ①その他有価証券

 

572,617

900,000

168,395

 

50,070

 

572,617

900,000

168,395

 

50,070

 

－

－

－

 

－

資産計 1,691,082 1,691,082 －

負債

(1) 未払費用

(2) 未払法人税等

 

86,762

44,524

 

86,762

44,524

 

－

－

負債計 131,286 131,286 －

 

当事業年度（平成28年3月31日）　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

資産

(1) 現金・預金

(2) 金銭の信託

(3) 未収委託者報酬

(4) 投資有価証券

　　 ①その他有価証券

 

633,193

1,300,000

163,708

 

－

 

633,193

1,300,000

163,708

 

－

 

－

－

－

 

－

資産計 2,096,901 2,096,901 －

負債

(1) 未払費用

(2) 未払法人税等

 

89,429

132,298

 

89,429

132,298

 

－

－

負債計 221,727 221,727 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

◇資産

(1)現金・預金　(2)金銭の信託　(3)未収委託者報酬　　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と類似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

　　　　　(4)投資有価証券

投資信託は公表されている基準価額によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　　　　◇負債

(1)未払費用　(2)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と類似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。
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　　　 ２．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額　　　　

前事業年度（平成27年3月31日）　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内 1年超

5年以内

現金・預金 572,617 －

金銭の信託 　　900,000 －

未収委託者報酬 168,395 －

投資有価証券   

　その他有価証券のうち満期があるもの － 50,070

合　　　　　計 1,641,012 50,070

 

当事業年度（平成28年3月31日）　　　　　 　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内 1年超

5年以内

現金・預金 633,193 －

金銭の信託 1,300,000 －

未収委託者報酬 163,708 －

投資有価証券   

　その他有価証券のうち満期があるもの － －

合　　　　　計 2,096,901 －

 

（有価証券関係）

 

1.その他有価証券　　　　

前事業年度　（平成27年3月31日）

区分 貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）

差額

（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

（1）株式

（2）債券

（3）その他

 

 

－

－

50,070

 

 

－

－

50,000

 

 

－

－

70

小　　計 50,070 50,000 70

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

（1）株式

（2）債券

（3）その他

 

 

－

－

－

 

 

－

－

－

 

 

－

－

－

小　　計 － － －

合　　計 50,070 50,000 70

 

当事業年度　（平成28年3月31日）

該当事項はありません。
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　　　2.売却したその他有価証券

　　　　　　

前事業年度（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

種類 売却額

（千円）

売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）

（1）株式

（2）債券

　　①国債・地方債等

　　②社債

　　③その他

（3）その他

－

 

－

－

－

5,129

－

 

－

－

－

129

－

 

－

－

－

－

合計 5,129 129 －

 

当事業年度（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

種類 売却額

（千円）

売却益の合計額

（千円）

売却損の合計額

（千円）

（1）株式

（2）債券

　　①国債・地方債等

　　②社債

　　③その他

（3）その他

－

 

－

－

－

57,526

－

 

－

－

－

65

－

 

－

－

－

166

合計 57,526 65 166

 

（デリバティブ取引関係）

 

当社はデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 前事業年度
（平成27年3月31日）

当事業年度
（平成28年3月31日）

繰延税金資産     

　税務上の繰越欠損金  36,163千円 －

　未払費用  980千円 1,268千円

　未払事業所税  159千円 203千円

　未払事業税  4,099千円 8,386千円

　賞与引当金  6,754千円 5,640千円

　減価償却超過額  － 232千円

　繰延資産  － 571千円

　資産除去債務  － 1,745千円

　その他  3,185千円 6,018千円

繰延税金資産小計  51,342千円 24,066千円

評価性引当金  △3,185千円 △7,764千円

繰延税金資産合計  48,157千円 16,302千円

繰延税金負債     

　その他有価証券評価差額金  22千円 －

　建物付属設備  － 1,617千円

繰延税金負債合計  22千円 1,617千円

繰延税金資産純額  48,157千円 14,685千円

繰延税金負債純額  22千円 －
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 前事業年度
（平成27年3月31日）

当事業年度
（平成28年3月31日）

法定実効税率  35.64％  33.06％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.30％  0.40％

住民税均等割等  0.12％  0.05％

評価性引当額の増減  △12.16％  0.81％

その他  △0.92％  △0.81％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  22.97％  33.51％

     

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年3月29日に国会で成立し、平成28年4月1日以後に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の33.10％から平成28年4月1日に開始する事業年度及び平成29年4月1日に開始する事業年度に解消が見込ま

れる一時差異については、30.86％に、平成30年4月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては、30.62％にそれぞれ変更されております。

この税率変更による影響は軽微であります。

 

（資産除去債務関係）

１.当該資産除去債務の概要

　　建物賃貸借契約に基づき使用する建物等の、退去時における原状回復義務であります。

 

２.当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を10年と見積り、割引率を0％として資産除去債務の金額を計算しております。

 

３.当該資産除去債務の総額の増減

　　

 前事業年度
（自平成26年4月1日

　　至平成27年3月31日）

当事業年度
（自平成27年4月1日

　　至平成28年3月31日）

　　　期首残高  － －

　　　有形固定資産の取得に伴う増加額  － 5,699千円

　　　時の経過による調整額  － －

　　　見積りの変更による増加額  － －

　　　資産除去債務の履行による減少額  － －

　　　期末残高  － 5,699千円

 

（セグメント情報等）

 

［セグメント情報］

前事業年度　（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）及び当事業年度　（自　平成27年4月1日　至　平成28

年3月31日）

 

当社は、投資運用業、投資助言・代理業を主とした金融サービスの提供を行う単一セグメントであるため、記載を省

略しております。
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［関連情報］

前事業年度　（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

   (単位：千円)  

 投資信託運用業務 投資一任業務 情報提供業務 合　　計

外部顧客への営業収益 2,077,454 － － 2,077,454

 

２　地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、地域ごとの営

業収益の記載は省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域ご

との有形固定資産の記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 
当事業年度　（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

   (単位：千円) 

 投資信託運用業務 投資一任業務 情報提供業務 合　　計

外部顧客への営業収益 1,800,132 － － 1,800,132

 

２　地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、地域ごとの営

業収益の記載は省略しております。　

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域ご

との有形固定資産の記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 
［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

 

１．関連当事者との取引

◇財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社

前事業年度　（自　平成26年4月1日　至　平成27年3月31日）

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権

等の被

所有割

合

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）

科

目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

兄

弟

会

社

楽天証券

株式会社

東京都

品川区

7,495

(平成27年

3月31日

現在)

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

証券取引

ｻｰﾋﾞｽ業

-

 

兼任

2人

当社投資

信託の

募集の

取扱い等

証券投資信託

の代行手数料
425,375

未

払

費

用

27,880

 

当事業年度　（自　平成27年4月1日　至　平成28年3月31日）

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金又は

出資金

(百万円)

事業の

内容又は

職業

議決権

等の被

所有割

合

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）

科

目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

兄

弟

会

社

楽天証券

株式会社

東京都

世田谷区

7,495

(平成28年

3月31日

現在)

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

証券取引

ｻｰﾋﾞｽ業

-
兼任

2人

当社投資

信託の

募集の

取扱い等

証券投資信託

の代行手数料

等

 

出向者の人件

費等

 

 

361,096
未

払

費

用

23,852

6,647

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．証券投資信託の代行手数料については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　（1）親会社情報

　　　楽天株式会社（東京証券取引所に上場）

 

EDINET提出書類

楽天投信投資顧問株式会社(E15787)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

37/55



（１株当たり情報）

 

 

 

前事業
年度
（自平
成26年4
月1日
　　至
平成27
年3月31
日）

当事業
年度
（自平
成27年4
月1日
　　至
平成28
年3月31
日）

１

株

当

た

り

純

資

産

額

118,710

円22銭

147,572

円30銭

１

株

当

た

り

当

期

純

利

益

金

額

46,938

円07銭

28,865

円73銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

項　　目
前事業年度

（自平成26年4月1日
　　至平成27年3月31日）

当事業年度
（自平成27年4月1日

　　至平成28年3月31日）

 

１株当たり当期純利益金額
  

当期純利益金額（千円） 610,194 375,254

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　

普通株式に係る当期純利益金額（千円）

　

610,194 375,254

　普通株式の期中平均株式数（株） 13,000.00 13,000.00

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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中間財務諸表 
(1）中間貸借対照表

（単位：千円）　

  
当中間会計期間

（平成28年9月30日）

資産の部   

流動資産   

現金・預金  538,988

金銭の信託  1,300,000

前払費用 7,209

未収入金  676

未収委託者報酬 127,046

立替金 6,496

繰延税金資産  9,708

その他  3,010

流動資産計  1,993,135

固定資産  

有形固定資産 ※１ 46,093

　　建物（純額）　 28,022

器具備品（純額） 18,070

投資その他の資産 4,094

 投資有価証券  2,958

　　長期前払費用 1,136

固定資産計  50,188

資産合計  2,043,323
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（単位：千円）　

  
当中間会計期間

（平成28年9月30日）

負債の部   

流動負債  

預り金  6,408

未払費用 73,033

未払消費税等 7,651

未払法人税等  51,418

賞与引当金 17,807

役員賞与引当金 3,062

流動負債計 159,382

 　固定負債  

　 　繰延税金負債 645

　　 資産除去債務  5,699

　　 固定負債計 6,345

負債合計 165,728

純資産の部   

株主資本  　　

資本金  150,000

資本剰余金    

資本準備金  400,000

その他資本剰余金  229,716

　 資本剰余金合計  629,716

利益剰余金   

　 その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  1,097,908

　　 利益剰余金合計  1,097,908

株主資本合計  1,877,624

評価・換算差額等   

　　 その他有価証券評価差額金  △28

　　 評価・換算差額合計  △28

純資産合計  1,877,595

負債・純資産合計  2,043,323
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(2）中間損益計算書 

（単位：千円）　

  
当中間会計期間

（ 自　平成28年4月１日　至　平成28年9月30日 ）

営業収益  

委託者報酬 643,975

その他営業収益 －

営業収益計 643,975

営業費用  

支払手数料 274,776

広告宣伝費 1,255

通信費 32,949

協会費 1,074

諸会費 84

営業費用計 310,140

一般管理費 ※１ 172,720

営業利益  161,114

営業外収益  

　受取利息  3

　有価証券利息              226

　雑収入  87

　営業外収益計  317

営業外費用   

　為替差損  138

　営業外費用計  138

経常利益 161,292

特別利益   

　特別利益計  －

特別損失   

　固定資産売却損  185

　特別損失計  185

税引前中間純利益 161,107

法人税、住民税及び事業税  46,287

法人税等調整額  5,635

中間純利益  109,184
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（3）中間株主資本等変動計算書

 

当中間会計期間（自　平成28年4月1日　　至　平成28年9月30日）

 

（単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 150,000 400,000 229,716 629,716

当中間期変動額     

　剰余金の配当     

　中間純利益     

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純

額）

    

当中間期変動額合計 － － － －

当中間期末残高 150,000 400,000 229,716 629,716

 

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

株主資本

合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計
その他利益剰余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余金

当期首残高 1,138,723 1,138,723 1,918,439 － － 1,918,439

当中間期変動額       

　剰余金の配当 △150,000 △150,000 △150,000   △150,000

　中間純利益 109,184 109,184 109,184   109,184

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

   △28 △28 △28

当中間期変動額合計 △40,816 △40,816 △40,816 △28 △28 △40,844

当中間期末残高 1,097,908 1,097,908 1,877,624 △28 △28 1,877,595
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［注記事項］

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

　　◇その他有価証券

　　　時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）を採用しております。　

 

（2）金銭の信託

     時価法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　建物　　　　 　10年

　　　　　器具備品　　　 4年～20年　

　　 また、取得価額が100千円以上200千円未満の減価償却資産につきましては、3年均等償却によっております。

　

(2）長期前払費用

定額法によっております。

 

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

 

（2）賞与引当金

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属する額を

計上しております。

 

（3）役員賞与引当金

役員への賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間末において負担すべき額を計上して

おります。

 

４．その他中間財務諸表作成の為の基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当中間

会計期間の費用として処理しております。

 

（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 当中間会計期間（平成28年9月30日）

　　　有形固定資産の減価償却累計額  9,142千円
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（中間損益計算書関係）

※１　減価償却実施額

 当中間会計期間
（自 平成28年4月 1日

　 至 平成28年9月30日）

　　　有形固定資産  4,043千円

　　　無形固定資産  －

　　　合　　　　計  4,043千円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

 

　当中間会計期間（自　平成28年4月1日　至　平成28年9月30日）

 

１．発行済株式に関する事項

 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式 13,000株 － － 13,000株

 

２．自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

 

４．剰余金の配当に関する事項　　

（1）配当金支払額

 

(決議)
株式の種類

配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成28年6月29日

定時株主総会
普通株式 150 11,538.46 平成28年3月31日 平成28年6月29日

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

当中間会計期間　（自　平成28年4月1日　　至　平成28年9月30日）　

　　　１．金融商品の時価等に関する事項

　　　　平成28年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価、並びにこれらの差額については次の通りです。

 

（単位：千円）

 中間貸借対照表計上額 時価 差額

資産

(1) 現金・預金

(2) 金銭の信託

(3) 未収委託者報酬

(4) 投資有価証券

①その他有価証券

 

538,988

1,300,000

127,046

 

2,958

 

538,988

1,300,000

127,046

 

2,958

 

－

－

－

　

－

資産計 1,968,992 1,968,992 －

負債

(1) 未払費用

(2) 未払法人税等

 

73,033

51,418

 

73,033

51,418

 

－

－

負債計 124,451 124,451 －

（注）１．金融商品の時価算定の方法

◇資産

(1)現金・預金　(2)金銭の信託　(3)未収委託者報酬　　

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と類似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4)投資有価証券

　　　 投資信託は公表されている基準価額によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　　　　◇負債

(1)未払費用　(2)未払法人税等

未払費用及び未払法人税等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と類似していることから、当該帳

簿価額によっております。

 

（有価証券関係）

　1.その他有価証券

当中間会計期間　（自　平成28年4月1日　　至　平成28年9月30日）

区分 中間貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）

差額

（千円）

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

（1）株式

（2）債券

（3）その他

 

 

－

－

－

 

 

－

－

－

 

 

－

－

－

小　　計 － － －

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

（1）株式

（2）債券

（3）その他

 

 

－

－

2,958

 

 

－

－

3,000

 

 

－

－

41

小　　計 2,958 3,000 41

合　　計 2,958 3,000 41

 

（デリバティブ取引関係）

　　該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

　　当該資産除去債務の総額の増減

　　

 当中間会計期間
（自 平成28年4月 1日

　 至 平成28年9月30日）

　　　期首残高  5,699千円

　　　有形固定資産の取得に伴う増加額  －

　　　時の経過による調整額  －

　　　見積りの変更による増加額  －

　　　中間期末残高  5,699千円

 

(セグメント情報等)

［セグメント情報］

当中間会計期間　（自　平成28年4月1日　　至　平成28年9月30日）

当社は、投資運用業、投資助言・代理業を主とした金融サービスの提供を行う単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

 

［関連情報］

当中間会計期間　（自　平成28年4月1日　　至　平成28年9月30日）

１. 製品及びサービスごとの情報

   （単位:千円）

 投資信託運用業務 合　　計

外部顧客への営業収益 643,975 643,975

 

２. 地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、地域ごと

の営業収益の記載は省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地

域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあり

ません。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

 

 

当中間会計期間

（ 自 平成28年4月１日　至 平成28年9月30日 ）

１株当たり純資産額 144,430円44銭

１株当たり中間純利益金額 8,398円81銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

項目

当中間会計期間

（ 自 平成28年4月１日　至 平成28年9月30日 ）

１株当たり中間純利益金額  

　中間純利益金額（千円） 109,184

　普通株主に帰属しない金額（千円） －

　普通株式に係る中間純利益金額（千円） 109,184

　普通株式の期中平均株式数（株） 13,000.00

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜訂正前＞

（1）受託会社

 名称 資本金の額 事業の内容

 三井住友信託銀行株式会

社

 (再信託受託会社：

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）

三井住友信託銀行　

342,037百万円

（日本トラスティ・

　　サービス信託銀行

51,000百万円）

銀行法に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（兼営法）に基づき信託

業務を営んでいます。

（中略）

（2）販売会社

 名称 資本金の額

（平成28年7月末日現在）

事業の内容

 楽天証券株式会社 7,495百万円 金融商品取引法に定め

る第一種金融商品取引

業を営んでいます。

 立花証券株式会社 6,695百万円

 カブドットコム証券株式会社 7,196百万円

 マネックス証券株式会社 12,200百万円

 東武証券株式会社 420百万円

 野村證券株式会社 10,000百万円

 ニュース証券株式会社 1,000百万円

 エース証券株式会社 8,831百万円

 おきなわ証券株式会社 1,128百万円

 岡三オンライン証券株式会社 1,000百万円

 エイチ・エス証券株式会社 3,000百万円

 スターツ証券株式会社 500百万円

 いちよし証券株式会社 14,577百万円

 あかつき証券株式会社 3,067百万円

 株式会社証券ジャパン 3,000百万円

 アーク証券株式会社 2,619百万円

 第四証券株式会社 600百万円

 ドイツ証券株式会社 72,728百万円

 日本アジア証券株式会社 4,400百万円

 丸八証券株式会社 3,751百万円

 播陽証券株式会社 112百万円

 岩井コスモ証券株式会社 13,500百万円

 
株式会社SBI証券

　※ 47,937百万円

 ソニー銀行株式会社 31,000百万円 銀行法に基づき銀行業

を営んでいます。 株式会社ジャパンネット銀行 37,250百万円

 株式会社新生銀行 512,204百万円

 
※　株式会社SBI証券は、平成28年10月12日より募集・販売等の取扱いを開始します。

 

＜訂正後＞

（1）受託会社
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名称 資本金の額

（平成29年1月末日現在）

事業の内容

三井住友信託銀行株式会

社

(再信託受託会社：

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社）

三井住友信託銀行　

　　　342,037百万円

（日本トラスティ・

　　サービス信託銀行

　　　51,000百万円）

銀行法に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律（兼営法）に基づき信託

業務を営んでいます。

（中略）

（2）販売会社

 名称 資本金の額

（平成29年1月末日現在）

事業の内容

 楽天証券株式会社 7,495百万円 金融商品取引法に定め

る第一種金融商品取引

業を営んでいます。

 立花証券株式会社 6,695百万円

 カブドットコム証券株式会社 7,196百万円

 マネックス証券株式会社 12,200百万円

 東武証券株式会社 420百万円

 
野村證券株式会社

※ 10,000百万円

 ニュース証券株式会社 1,000百万円

 エース証券株式会社 8,831百万円

 おきなわ証券株式会社 1,128百万円

 岡三オンライン証券株式会社 1,000百万円

 エイチ・エス証券株式会社 3,000百万円

 スターツ証券株式会社 500百万円

 いちよし証券株式会社 14,577百万円

 あかつき証券株式会社 3,067百万円

 株式会社証券ジャパン 3,000百万円

 アーク証券株式会社 2,619百万円

 第四証券株式会社 600百万円

 日本アジア証券株式会社 4,400百万円

 丸八証券株式会社 3,751百万円

 播陽証券株式会社 112百万円

 岩井コスモ証券株式会社 13,500百万円

 株式会社SBI証券 48,323百万円

 ソニー銀行株式会社 31,000百万円 銀行法に基づき銀行業

を営んでいます。 株式会社ジャパンネット銀行 37,250百万円

 株式会社新生銀行 512,204百万円

※　野村證券株式会社は、募集の取扱い・販売は行いませんが、一部解約に関する事務、収益分配

金の再投資に関する事務ならびに一部解約金・収益分配金・償還金の支払いに関する事務を行

います。
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独立監査人の監査報告書

平成２８年５月２０日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　西　田　　裕　志　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委
託会社等の経理状況」に掲げられている楽天投信投資顧問株式会社の平成２７年４月１日から平成
２８年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを
求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見
表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、
監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、楽天投信投資顧問株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって
終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
 
その他の事項
　委託会社の平成２７年３月３１日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によっ
て監査が実施されている。前任監査人は、当該財務諸表に対して平成２７年６月３日付で無限定適
正意見を表明している。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
 

以　　上
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（※）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成 29年 2月 3日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「ファンドの経理状況」に掲げられている楽天日本株トリプル・ベアⅢの平成28年6月16日から平

成28年12月15日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰

余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天日本株トリプル・ベアⅢの平成28年12月15日現在の信託財産の状態

及び同日をもって終了する中間計算期間（平成28年6月16日から平成28年12月15日まで）の損益の

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　楽天投信投資顧問株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

 

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成２８年１１月１１日

楽天投信投資顧問株式会社

　取 締 役 会 　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　伊　藤　　志　保　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　福　村　　　　寛　印

 
 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられている楽天投信投資顧問株式会社の平成２８年４月１日から平成

２９年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統

制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表

には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽

表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づ

き中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査

と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判

断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目

的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と

有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。
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中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、楽天投信投資顧問株式会社の平成２８年９月３０日現在の財政状態及び

同日をもって終了する中間会計期間（平成２８年４月１日から平成２８年９月３０日まで）の経営

成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上

 

（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。

 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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